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１ はじめに 

取引競争委員会より「中小企業が商品販売者またはサービス提供者である場合の与信期間に

関するガイドライン（以下、「本告示」）」の解釈等を説明する取引競争委員会の告示・中

小企業が商品販売者またはサービス提供者である場合の与信期間に関するガイドラインの件

に関する説明書（以下、「マニュアル」）が、昨年末に公表されました。 

本ニュースレターでは、このマニュアルの概要について説明致します。これまで公聴会の説

明などにて本告示の解釈が示されていましたが、今後はこのマニュアルに従い与信期間につ

いて運用する必要があるものと考えます。 

 

2 中小企業の定義（本告示第 2 条） 

マニュアルでは、雇用者数または年間売上高のいずれかの要件に該当すれば、中小企業に該

当すると説明されています。 

本告示施行前の公聴会の説明では、年間売上高で中小企業性を判断すると解釈されていまし

たが、マニュアルでは、雇用者数または年間売上額のいずれかの要件を満たせば中小企業に

該当する、という解釈に変更されました。 

事業の種類 雇用者数 年間売上高 

１．製造業 200 人以下 5 億バーツ以下 

２．サービス、卸売、小売業 100 人以下 3 億バーツ以下 

 

※雇用者数とは、賃金を得て労働またはサービスを提供する自社の従業員を意味します。つ

まり、掃除員や警備員を従業員として雇っている場合は雇用者数に含めますが、清掃会社や

警備会社から自社に派遣されている者は含めません。 

※年間売上高とは、各種経費控除前の利益全てを意味し、商品やサービスの販売から得られ

る利益だけでなく、その他の利益（例えば、預金の利子、会社資産の売却益、余った材料や

部品の売却から得られる利益など）も含まれます。 

 

3 中小企業該当性 



例１： 従業員 200 人以下、年間売上高 5 億バーツ以上のバナナの加工食品会社 A 

雇用者数 

200 人以下 

年間売上高 

5 億バーツ以下 
該当性 

〇 

（200 人以下） 

× 

（5 億バーツ以上） 
中小企業である 

 

例 2：従業員 100 人以上、年間売上高 3 億バーツ以下の機械修理サービス会社 B 

雇用者数 

100 人以下 

年間売上高 

3 億バーツ以下 
該当性 

× 

（100 人以上） 

〇 

（3 億バーツ以下） 
中小企業である 

 

例 3：機械を製造し、修理サービスも提供する会社 C は、従業員 150 人を雇用し、製造事業

の年間売上高は 5 億バーツ、修理サービス事業の年間売上高は 1 億バーツ 

＜主要事業である製造事業の要件が適用される＞ 

雇用者数 

200 人以下 

年間売上高 

5 億バーツ以下 
該当性 

〇 

（150 人） 

× 

（6 億バーツ） 
中小企業である 

※年間売上高の割合が多い方が会社の主要事業とみなされます。 

 

4 与信期間 

与信期間とは、購入者が商品またはサービスの納品または提供を受けた後、一定期間内にそ

の代金を販売者に支払うことを約する販売者とその購入者間の文書による合意事項のことを

いいます。 

※「文書による」とありますが、文書がない場合でも合意事項や与信期間が無効となった

り、裁判所への訴えが認められなくなるわけではありません。ただし、与信期間を文書で定

めていない場合は、2560 年取引競争法第 57 条の違反行為について取引競争委員会による調

査が行われる際、その調査結果に影響を及ぼす可能性がございます。 

 

5 本告示の適用範囲 



施行日（12 月 16 日）時点で過去の契約が終了していない場合も本告示の対象となります。

つまり、過去に締結した契約が 12 月 16 日時点で有効な場合は、当該契約上の与信期間を

見直し、必要に応じて本告示の要件に基づき変更を行う必要があります。 

 

6 本告示が定める与信期間（本告示第 4 条（1）第 1 項） 

１）一般的な商品またはサービスの場合：45 日 

２）農産物もしくは農産物の加工品またはサービスの場合：30 日 

※農産物もしくは農産物の加工品は腐りやすいため、与信期間が１）より短く定められてい

ます。 

※上記より短い期間で既に合意している場合は、それに従う必要があります。 

 

「農産物」とは 

農業、漁業、畜産業、または林業から得られるものを意味し、例えば、米、とうも

ろこし、魚などが含まれます。 

「農産物の加工品」とは 

農産物を簡単に加工処理したものを指します。簡単な加工処理とは、油で揚げる、

乾燥させる、天日干しにする、など。干し肉やドライフルーツなどが該当します。 

※加工工程が複雑なもの、最新技術や機械、機器を使用するものは含みません。 

 

7 本告示の例外（本告示第 4 条（1）第 2 項） 

本告示は「法」であるため、本告示で定める要件より短い与信期間で合意している場合を除

き、原則として本告示に従う必要があります。ただし、本告示に従うことができない理由ま

たは必要性がある場合、または本告示に従うことで重大な影響を受ける場合は、取引競争委

員会が契約内容及び条件の下でのビジネス上、マーケティング上、または経済上の正当理由

を事案ごとに判断することになります。 

※本告示で定める与信期間より長い与信期間について両者が合意し、取引競争委員会への違

反申立てが行われなかったとしても、同委員会は違反行為について調査及び審理する権限及

び義務を有しています。 



※契約自由の原則に基づき両者は本告示の範囲内で契約条件について自由に合意できます

が、優越的交渉力を行使していたり、不当な取引条件が定められていたりする場合は違反行

為とみなされるため注意が必要です。 

 

8 与信期間の起算点（本告示第 4 条（2）） 

商品・サービス及び書類の引き渡し完了日が起点となります。 

＜商品・サービスの引き渡し完了日とは＞ 

購入者が合意した商品またはサービスの数量、種類、品質、基準に基づき、販売者

が全商品を納品した、またはサービス提供者が全サービスを提供した日を意味しま

す。 

※購入者が受領した商品またはサービスの検品期間については、合意内容、または

それぞれの業界の通常の商習慣に従うことになります。 

＜書類の引き渡し完了日とは＞ 

販売者が通常の取引で必要とする全書類（例えば請求書や納品書）を引き渡した日

を意味します。 

（例）飲料水の販売業者である A（中小企業に該当）が与信期間を 45 日とすることで B と

合意。2021 年 8 月 31 日に商品及び書類の引き渡しが完了した場合、民商法 193/3 条に基づ

き与信期間の起算日は 2021 年 9 月 1 日となり、支払期限は 45 日後の 2021 年 10 月 15 日と

なる。 

 

※与信期間の起算日を遅らせるために、正当な理由なく合意した商品またはサービス及び書

類を故意に受領しなかったり、検品を遅らせたり、合意した日より遅れて商品またはサービ

スを受領した場合、不当行為であるとみなされる恐れがあります。 

 

9 商品またはサービス購入者側がすべきこと 

支払に関する詳細及びプロセスを明確に示す必要があります。 

※これを行わない場合、または本告示の要件に基づき与信期間を変更しない場合、不当な取

引を行っているとみなされる可能性があります。 



なお、マニュアルでは、購入者側が販売者側の中小企業該当性について積極的に確認する義

務について触れられておらず、購入者側にこのような確認義務はないと解釈してよいと考え

ます。 

 

10 中小企業に該当する商品またはサービス販売者側がすべきこと 

雇用者数または年間売上高により自身が中小企業に該当することを証明する必要がありま

す。 

＜雇用者数を証明する書類の例＞ 

社会保険納付書類、個人所得税納付書類（歳入局発行の領収書を添付）など。 

＜年間売上高を証明する書類の例＞ 

昨年度の法人税納付書類（歳入局発行の領収書を添付）、財務諸表、DBD に提出する

情報、など 

※雇用者数を証明する書類については契約締結時時点のものを提示し、年間売上高を証明す

る書類については昨年度末のものを提示することになります。 

※マニュアルでは、中小企業に該当することを証明する書類の提示は、変更がない限り一度

きりで良いとされています。 

※購入者が上記証明書の提示は不要であると合意した場合を除き、販売者側が上記の証明を

行わない場合、本告示に基づく保護及び利益を受ける権利を放棄したとみなされる可能性が

あります。 

 

11 不当行為の例（本告示第 5 条） 

１）支払い遅延 

正当な理由なく、商品またはサービスの代金支払いが定められた与信期間内に行われなかっ

た場合（例えば、合意に基づく商品を受取ったにもかかわらず、承認が得られていないなど

の理由で支払いが行われない場合など） 

２）与信期間またはその他の条件の変更 

正当な理由なく、または 60 日以上前の事前通知なく、与信期間または契約上のその他の条

件（与信期間に関する条件に限る。例えば、検品期間を延長し、与信期間の起算日を遅らせ

るなど。）を変更した場合。一方的な変更の場合だけでなく、販売者が変更に合意している



場合でも、正当理由または 60 日以上前の事前通知がなく、いずれかの当事者（販売者に限

らず、サプライチェーンに関わる全事業者）が不利益を被った場合、2560 年取引競争法第

57 条の違反であるとみなされる可能性があります。 

３）その他の行為 

・特別条項を設け、優越的交渉力を行使した場合（例えば、本告示の要件を満たした与信期

間を受け入れる代わりに、他社への販売を禁止したり、値引きを要求したりする場合） 

・与信期間を定めない場合。 

・支払いプロセスを明確に示さない場合 

・支払いを受けるためにこれまでの取引では必要とされなかった書類を要求する場合 

・中小企業に該当することを証明する書類を受取らない場合 

 

12 罰則 

上記不当行為に該当する場合、2560 年取引競争法 57 条の違反であるとみなされ、同法 82

条に基づき、違反を犯した年の売上高の 10％を超えない額の罰金を科され可能性がありま

す。 

また、法人が違反を犯した場合は、同法第 84 条に基づき、法人の取締役に対しても法人と

同等の罰則（違反を犯した年の会社の売上高の 10％を超えない額）が科される可能性があ

ります。 

以上 

〈注記〉  

本資料に関し、以下の点ご了解ください。  

・ 本資料は2022年1月6日時点の情報に基づき作成しています。  

・ 今後の政府発表や解釈の明確化にともない、本資料は変更となる可能性がございます。  

・ 本資料の使用によって生じたいかなる損害についても当社は責任を負いません。  

 

「One Asia Lawyers」は、日本およびASEAN及び南アジア各国の法に関するアドバイス

を、シームレスに、一つのワン・ファームとして、ワン・ストップで提供するために設立さ

れた日本で最初のASEAN及び南アジア法務特化型の法律事務所です。  

One Asia Lawyersタイ事務所においては、常駐日本人専門家3名を含む合計20名の体制で対

応を行っております。コーポレート、労務、倒産、訴訟等、現地に根付いたサービスを提供



しております。  

各種フォーマットの提供や各種動画配信（例えば、「タイにおける解雇のポイント（日本

語、英語）」、「タイにおける個人情報保護法のポイント（英語、タイ語、日本語）」、

「タイにおける駐在員が知っておくべきコンプライアンスのポイント（日本語）」を行って

おります。  

本記事やご相談に関するご照会は以下までお願い致します。  

yuto.yabumoto@oneasia.legal（藪本 雄登）  

masaki.fujiwara@oneasia.legal (藤原 正樹)  

miho.marsh@oneasia.legal （マーシュ 美穂） 


